第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における状況を学校基本調査（昭和53年５月１日現在調べ）からみると、学校数は前年より66校増加して2,983校となった。この増加校を学校種別にみると幼稚園16園、小学校18校、中学校19校、高等学校10校、短期大学１校、養護学校２校、専修学校15校増となっているが、各種学校は逆に15校減少した。
幼稚園
　幼稚園数は前年に比べ、公立10園、私立６園増加して総数897園となったが、園児数は逆に前年より1,286人減少し21万174人となった。昭和49年に20万人を突破し増加を続けてきた園児数の初めての減少である。これは主に大阪市の園児数の減少によるものである。又、就園率（幼稚園修了者数を小学１年児童数で割る）も前年より0.7ポイント下がり80.2パーセントとなった。全国的には、沖縄県（96.2パーセント）､兵庫県（86.2パーセント）、香川県（83.9パーセント）、徳島県（83.7パーセント）に次いで５位になっている。
　一方教員数（本務者）は、96人増え7,917人となり、教員１人当たりの園児数も26.5人（前年比0.9人減）となった。なお国公立だけをみると、22.8人である。
小学校
　学校数は、前年に比べ公立で18校増え、959校となった。児童数はここ数年増加傾向が鈍化していたが、本年3.1パーセント増（対前年比）と再び上昇し87万6,177人となった。本務教員数も前年より847人増え31,306人となったが、児童数の増加に追いつけず、教員１人当たりの児童数は28.0人で前年より、逆に0.1人増加した。学級数も同様に、593学級増え23,699学級となったが、１学級当たりの児童数は減少せず前年より0.2人増えて37.0人となった。
中学校
　学校数は公立で19校増加して435校となった。生徒数は前年6.3パーセントと高い増加率を示したが、本年は3.8パーセント増にとどまり37万4,820人となった。学級数、本務教員数もそれぞれ291学級、508人増えたが、１学級当たりの生徒数をみると前年より、逆に0.3人増の39.4人、教員１人当たり生徒数も前年より0.2人増の21.8人となっており、この増加傾向はここ数年続いている。
高等学校
　学校数は本年公立９校、私立１校増えて、244校となった。公立高校の増加をみると50年４校、51年６校、52年６校増となっている。生徒数は前年より12,007人増加（対前年増加率4.1パーセント）して、総数で30万1,367人となり、40年、41年に次いで12年ぶりに30万人を突破した。一方教員数（本務者）は前年に比べ364人増（前年は556人増）にとどまり、教員１人当たりの生徒数も前年より0.3人増加して19.7人となった。
　本科の学科別生徒数（公私立）の内訳をみると、普通科23万5,757人（構成比78.7パーセント）､工業科３万1,023人（同10.3パーセント）､商業科２万5,779人（同8.6パーセント）､家庭科2,839人（同0.9パーセント）、農業科1,749人（同0.6パーセント）､厚生科447人（同0.1パーセント）、その他2,305人（同0.8パーセント）となっており、商業科と家庭科は年々減少してきている。
その他の学校
　養護教育諸学校の学校数は前年より、２校増えて33校となった。学級数、在学者数は前年より、それぞれ37学級、183人増えて889学級、5,524人となった。
　各種学校は前年より学校数で15校減、在学者数も3,868人減って212校６万1,887人となった。
　専修学校は前年より学校数で15校増、在学者数も5,113人増えて125校３万7,312人となった。この増加は、ほぼ各種学校からの移動によるものである。
卒業者の進路状況（国立は除く）
　中学校卒業者数は11万2,742人で前年に比べ7,487人増加した。（対前年増加率7.1パーセント）進路別内訳をみると、進学者は10万5,132人で対前年増加率は50年0.8パーセント、51年3.3パーセント、52年4.3パーセントに比べて7.1パーセント増と大巾に伸びた。就職者は3,583人で、対前年増加率は逆に前年より6.3ポイント減少した。就職進学者及び就職して教育訓練機関等へ入学した者を含めた就職者は5,315人で、これを産業別にみると、第二次産業が全体の61.9パーセントを占めて最も多く、次いで第三次産業の34.6パーセント、第一次産業の0.3パーセントとなっている。就職率は4.7パーセントで前年より0.1ポイント減となった。なお進学率は、93.3パーセントで前年と同様である。
　高等学校卒業者数は、前年より1,092人増えて87,320人となったが、対前年増加率は、前年より8.3ポイント減少した。これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）3万5,595人、教育訓練機関等入学者（就職して入学した者を含む）1万1,567人、就職者２万7,784人、無業者1万2,167人、その他207人となっている。
　進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含めた就職者の状況をみると総数は前年に比べ1,019人増の２万8,434人で、就職率も昭和37年以来減少傾向にあったのが、本年初めて前年を0.8ポイント上回り、32.6パーセントとなった。これを産業別にみると、最も多いのが卸売、小売業（構成比31.8パーセント）、次いで製造業（同29.9パーセント）、金融・保険業（同14.4パーセント）となっており、この３業種で全体の76.1パーセントを占めている。従来（51年を除き）製造業が最も多かったが、本年は卸売・小売業がトップとなった。職業別では、事務従事者1万3,607人（構成比47.9パーセント）、次いで投能工・生産工程作業者6,123人（同21.5パーセント）となっており、この２職種で全体の69.4パーセントを占めている。
　なお、大学、短期大学への進学率は、50年以降下りつつあり、本年も40.8パーセントと前年を0.5ポイント下回った。
